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社会科における「新しい評価」の実践的課題
一中学校社会科公民的分野を事例として－
桑原　敏典（岡山大学教育学部）
本研究は，平成、13年4月の指導要録改善に関する通知によって，学校現場における評価のあり方が
どのように変わったかを明らかにしたうえで，その基盤となっている評価に対する考え方を検討し，
実際に評価を行っていくうえでいかなる問題が生じるか，今後よりよい評価を行うためにはどうすればよ
いかを明らかにしようとするものである。 評価規準等の事例の分析から「新しい評価」の最大の問題は，
評価規準・基準作成の方法が十分に確立されないまま，絶対評価を全ての教科そして観点において一律
に実施したことが明らかとなった。
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はじめに－問題の所在一
平成13年4月の指導要録改善に関する通知によ
り，観点別学習状況と，評定がともに目標に準拠し
た評価（いわゆる絶対評価）で行われるようになっ
た。
いわゆる「新しい評価」とは，これによって始
まるのである。この指導要録の改訂は，平成12年
12月に出された教育課程審議会答申「児童生徒の
学習と教育課程の実施状況の評価の在り方について」
受けてなされたものである。この答申の内容から
推察される「新しい評価」の基本的な考え方は，次
の3点にまとめられよう。
、①「新しい評価」には，教師の指導のみならず
、学校の教育課程，国の教育政策等の改善に資
することが求められる。
，②「新しい評価」は，教師にとってだけではな
く，生徒にとっても，自分自身が何をどれく
らい達成したかが客観的に分かるものでなけ
ればならない。
③「新しい評価」は，指導の中に適切に組み込
めるように，方法等が工夫されたものでなけ
ればならない。
こういったことが，これまで全く考慮されてこなか
ったというわけではないが，一般的には評価活動の
中心は到達したレベルに応じて子供をクラスの集団
の中に位置づけることであり，その目的は，本人や
保護者に集団内の順位を伝えることであったと言え
る。 しかし，「新しい評価」の導入によって，今後は，
評価は教育課程や教育政策改革の判断材料となるも
のでなければならず，それに関する情報は子供や保
護者にも公開され，さらに指導との一体化が求めら
れ授業構成に組み込まれるものになったのである。
現状では，このような変化に学校現場が十分に適
応できているとは言えない。 特に，絶対評価の導入
は，その方法や特質が教師たちにまだ明確に理解さ
れていなかったこともあって，混乱と動揺を引き起
こした。 本研究では，「新しい評価」の理念や方法に
ついて，中学校社会科を例に検討して問題点を明ら
かにするとともに，それを実践していくうえで今後
どのような課題を解決していくことが必要かを提案
していくことにしたい。
Ⅱ． 絶対評価の意義と問題点
先に述べたように，「新しい評価」ではこれまで観
点別学習状況の評価のみに取り入れられていた目標
に準拠した評価（いわゆる絶対評価）が一層重視さ
れるようになり，評定に関しても絶対評価を用いる
ように改められた。 本章では，この絶対評価導入の
意義を明らかにしたうえで，その長所や短所に関し
てなされている議論を検討し，それを実施するうえ
での留意点を明らかにしていきたい。
1． 絶対評価の意義
絶対評価が目標に準拠した評価であると言われる。
また，ときに到達度評価とも呼ばれてきた。 それを
厳密に定義するならば，次のようになる。
絶対評価（到達度評価）は一定の教育目標や内
容がどの程度達成されたかを示す尺度上に，一
人一人の生徒を位置させて解釈し，目標を実現
しているかどうか，その目標の到達度はどの程
度であるかを明らかにする方法である。 他の生
徒との比較ではなく，教育目標に対する到達の
絶対的位置を知ろうとするのである1）。
指導要録で「目標に準拠した評価（いわゆる絶対
評価）」と表記されているものは，まさにこの意味で
の絶対評価である。 簡単に言い換えると，これは，
あることができるようになったかどうか，例えば国
語科であれば漢字が書けるかどうか，数学科であれ
ば計算ができるかどうか，社会科であれば地図を読
み取ることができるかどうかといったような評価を
することである。 わが国においては，戦前になされ
ていた教師の絶対性を規準とする主観的，怒意的な
評価や，子供の持つ個性の絶対性を規準とする個人
内評価も絶対評価と呼ばれてきた2）。 今回の「新し
い評価」における絶対評価が，教師の絶対性を規準
とするものでないことは言うまでもない。 田中耕治
氏は，「新しい評価」における目標に準拠した評価は，
戦前の主観的悉意的な絶対評価とは明確に区別され
るべきであり，それらが同一視されることによって
相対評価が復権する歴史の逆行があってはならない
と強く主張している3）。そして，そのためには目標
に準拠した評価においては，「公開と約束の原則」が
貫かれていなければならないと述べられている4）。
公開の原則とは，規準としての教育目標が評価する
側である教師の中だけにあるのではなく，評価され
る側の子供たちや保護者にも公開されていなければ
ならないということである。 つまり，これは，「教師
が示す教育目標は公開されて，吟味や批判の対象に
なりうる」ということを意味している。 また，約束
の原則とは，提起された教育目標を全ての子供たち
に保障するという約束がなされていることが不可欠
であるということである。 このため，教える側であ
る教師は，目標に到達していないことを子供自身の
取り組みの不十分さや，保護者の指導不足のせいに
することはできない。 絶対評価には，教師が評価の
結果に基づく教育活動の反省を経て，学力保障のた
めの取り組みをすることが必要条件となると言える。
2．絶対評価の長所と問題点「
この度の評価改革の経緯を見れば，絶対評価の方
、が相対評価よりも優れているように思われる。 しか
し，それぞれに長所や問題点があり一概に優劣を付
けることはできないという見方もある。 『2003年改
訂版教育評価法概説』（原著・橋本重治／改訂版編
集・（財）応用教育研究所図書文化社，2003年． ）で
は，絶対評価については，それが正確に実施されれ
ば，教師の指導計画や学校の教育計画の改善，生徒
自身の学習状況の把握に役立つ点が長所として挙げ
られている。 また，相対評価については，客観性が
確保し易いことや，実施するのも結果を理解するの
も比較的容易である点が長所として挙げられている。
相対評価の長所としては，進学や就職などをめぐっ
て人々が競争せざるを得ない社会の実情に適応して
いることや，異なる教科の間で成績を比較するなど，
異質の目標間の比較診断を行う際に便利であること
も指摘されている5）。
一方，問題点については，共通に挙げられている
こととして，生徒の個性を評価することが困難であ
ることや，評価が低い生徒に対して心理的に悪い影
響を与える可能性があることなどが指摘されている。
そして，絶対評価については，目標となる規準や基
準を設定することが極めて困難であることが問題点
として挙げられている。 相対評価の問題点は，＿生徒
が実際に何をどの程度達成したのかが分からないた
めに指導改善に活かされないことや，成果を挙げて
いる場合であっても1や2という低い評価を付けな
ければいけなくなるということなどである6）。
これら二つの評価法の長所と問題点を比較して，
石田恒好氏は次のように述べている。
解釈法（評価法）は，一人一人の生徒の学習を
助け，教育目標を達成させることができるとい
う教育学的要請と，主観を排して妥当性・信頼
性・客観性が高いという測定学的要請の，2つ
を充足することが望ましいのであるが，この点
からみて，絶対評価と相対評価は長短相半ばし
ている7）。
したがって，これら二つの方法を目標や，評価の
時期，授業の形態などによって使い分けることが必
要であると考えられる。 石田氏は，例えば，いわゆ
る基礎学力と言われるものについては，到達基準の
設定が可能であるから絶対評価が可能であるが，発
展的な学力についてはそれが困難となるため，相対
評価の方が自由な発展を促す意味からも有効である
と述べている。 また，評価の時期については，学習
の途中又は過程の評価にらいては絶対評価を用い，
終わりの評価は主・として相対評価で行い必要に応じ
て絶対評価を用いるようにし，事前の評価には双方
を用いることがよいの寸はないかと提案している8）。
しかし，「新しい評価」においては，観点別学習状況
や評定も絶対評価で行われることになっており，石
田氏の主張と矛盾している。 この点について，石田
氏は，「観点別学習状況」や「評定」を絶対評価で適
切に行うためには，その主観性や独善性の有無をチ
ェックする必要があると述べられている9）。
以上の考察から，絶対評価と相対評価は，全く正
反対の概念というわけではなく，評価のための資料
の解釈方法の遣いであると言える。 したがって，評
価活動の目的や場面に応じてこれらを適切に選択し，
組み合わせることが必要であると言える。 しかし，
評価改善の取り組みの全体的な流れは，相対評価か
ら絶対評価への全面的移行となっているかのように
見える。なぜ，評価改善とは絶対評価の導入である
という道筋が作られていっためであろうか。
3．絶対評価導入の問題点
絶対評価にも問題点があるにもかかわらず，学校
現場における評価研究の比重が相対評価から絶対評
価へと移行してきているのは，従来の評価が余りに
相対評価一辺倒であったことへの反動があるのでは
なかろうか。第1節でも主張を引用した田中耕治氏
は，「新しい評価」として絶対評価が採用されたこと
を強く支持している研究者の一人である。 田中氏は，
我が国の教育に絶対評価を根付かせるためには，相
対評価を徹底的に批判する必要があるとして，次の
4点をその問題点として挙げている10）。
①非教育的な評価論であること。
②排他的な競争を常態化させること。
③学力の実態を反映しないこと。
④教育活動を評価できないこと。
このうち①～③は，既に表1でも指摘したものであ
るが，さらに④を田中氏は追加している。 ④は，相
対評価が序列化を目的とするものである限り，子供
たちの努力や能力の不足のみが問題とされ，評価結
果が教育活動の反映であるという点に思いが至らな
くなってしまうということである。 このように相対
評価を厳しく批判する一方で，絶対評価の問題点で
ある評価規準設定の困難性については，絶対評価の
下では評定の学校間格差が生じるのではないかとい
う疑問に対して答える形で次のように述べている。
それが評価規準の設定と評価方法上の問題で
あるならば，各学校間での討幕・検討を経て調
整する（モデレーション）ことによってこそ，
「目標に準拠した評価」の客観性を高めていく
べきでしょう11）。
つまり，絶対評価の評価規準や評価方法上の問題に
ついては，絶えずそれを検討し改善していくことに
よって解決されていくものであるというのである。
田中氏の主張に対して異存はない。 確かに，絶対
評価の教育的価値を活かすために，その問題点を克
服して理想的な教育を目指すことは教師を含めた学
校教育に関わる．ものの使命であろう。 困難であるか
らといって，それを拒否するわけにはいかない。 従
来の学習指導が評価をもって完結しがちであり，そ
れを指導の改善に活かすという発想が余り見られな
かったのも事実である。 その意味で，絶対評価の導
入は，教師の指導の在り方を見直す重要な契機とも
言うことができ，その意義は非常に大きい。 しかし，
今回の「新しい評価」の導入に対して敢えて一つ疑
問を投げかけるとすれば，それは，相対評価に代わ
って絶対評価を全面的に導入したことが果たして妥
当であったかということである。 「新しい評価」では，
小学校から高等学校までの全ての学校段階の，全て
の教科において相対評価ではなく絶対評価が採用さ
れることになった。 しかし，先に石田氏の論を引用
しながら説明したように，評価の時期については，
絶対評価が適している時期もあ抑ま，そうでない時
期もある。また，基礎的な学力（教育目標）の評価
には適しているが，発展的な学力の評価には向いて
いないと言われている。 東洋氏も，「絶対評価は可能
か」として，その限界を次のように指摘している。
このような到達度評価で一番重要な問題は，全
ての教育目標がこのような種類の評価になじ
むわけではないということです。 こういう評価
のやり方の基本としては，最終の目標および道
筋の途中の諸目標というのをできるだけ，その
目標を達成しているか否かは行動ないし反応
を見ればすぐにわかるような，つまり評価する
人が特別の推論を用いないでもすぐに目に見
えるような形に表現しなければなりません12）。
この問題点については，国語科や算数・数学科と
いった基盤となる学力を形作る教科よりも，理科や
社会科など発展的な学力に深く関わる教科の方が，
小学校よりも中学校や高等学校の方が，より影響が
大きい。社会科に関して言えば，目標となる評価規
準を明確にかつ具体的に設定することができるのは，
地名や年代，社会的事象の名称等の知識の理解や，
地図の読解や図表からのデータの読み取りといった
技能の習得に関してのみであろう。 社会的事象に関
する思考や判断，ましてそれらに対する関心・意欲
等について規準を設けることはきわめて困難である。
また，身近で単純な社会的事象を取り上げることが
多い小学校段階の社会科の学習に比べ，直接関わる
ことができず様々な要素が関わりあっている複雑な
事象を扱う中学校や高等学校においては，それらの
作業は一層困難になることが予想される。
以上の考察から，絶対評価導入にあたって社会科，
特に中学校以上の社会科教育には重大な課題が突き
つけられていると言える。 指導要録に示された4つ
の観点別学習状況について明確で生徒や保護者にも
分かり易く，妥当性・客観性のある評価規準・基準
を研究することが強く求められている。 それは，一
人の教師の手には余る作業であり，また，そのよう
な取り組みから得られたものは客観性に乏しいと言
わざるを得ない。田中氏も指摘していたように，ク
ラスを越え，学校全体，あるいは地域全体で検討・
調整する努力が不可欠なのである。 しかし，その結
果，必ずしも全ての観点で，あらゆる教育目標につ
いて皆が納得できる規準が作成できるとは限らない。
絶対評価がなじまないと指摘せざるを得ない観点や
教育目標もあり得るのではないか。 絶対評価を導入
しそれを実施していく中でも，絶対評価自体を絶対
視するのではなく，どのように導入していけば子供
にとってよりよい教育ができるのかを慎重に検討・
判断していく姿勢が必要ではなかろうか。
Ⅱ．社会科における評価規準・基準作成上の留意点
絶対評価を実際に行っていくうえでは，評価規
準・基準を設定することカさ何よりも重要である。 相
対評価を行う場合でも必要な手続きではあるが，絶
対評価の場合は設定された評価規準・基準の妥当性
が，評価の結果の信頼性を左右するので必要性の度
合いは全く異なる。 規準と基準については，既に多
くの文献で論じられている。 要するに両者の違いを
簡単に言い表せば，規準とは「何を評価するのか」
という質的な判断の根拠であり，それに対して基準
とは「どの程度であるか」という量的な判断の根拠
である13）。
1．評価規準・基準作成の手続き
各学校において評価規準を作成するための手続き
は，学習指導要領に示された「評価の観点及びその
趣旨」を，単元レベル，そして授業レベルのものへ
と殴階的に具体化していくことである。 そして，評
価基準の設定は，評価の方法を具体的に検討する中
で行うことになる。
単元ごとの評価規準に関しては，国立教育政策研
究所から参考例が示されている。 各学校では，これ
らを利用しながら，実際の評価規準を設定していく
ことになろう。 評価規準設定までのこの段階を工藤
文三氏は次のように表している11）。 それは，「A各
教科における評価の観点及びその趣旨→B分野別
の評価の観点の趣旨→C国立教育政策研究所及び
教育委員会等における評価規準等の研究開発や参考
例→D各学校における単元や時間ごとの観点別評
価規準」である。 この手続きにおいては，Dを設定
したらAやBにさかのぼってその妥当性を検証する
ことも必要である。 工藤氏の示した手続きは，各学
校レベルでなされる具体的な作業にまでは言及して
いない。そこで，評価基準設定までを含むさらに詳
細な手続きを，佐藤真氏の論考を手がかりに整理す
ると次のようにまとめられる15）。 それは，「①その
学校における学年ごとの社会科の教科目標を確認す
る。②学年ごとの社会科の単元目標と内容の体系を
確認する。③学年ごとに社会科の単元目標や内容に
基づいた「評価規準」を決定する。 ④単元の「評価
規準」の項日ごとに「評価基準」を，「A：十分満足
できると判断される」，「B：おおむね満足できると
判断される」，「C：努力を要すると診断される」の
三段階程度で決定する。 ⑤「指導と評価の一体化」
を念頭に「評価基準」に照らし合わせて適切な評価
方法を決定する。 ⑥全ての項目とその手続きについ
ての最終的な検討を全教職員の協議によって行い，
自校の教職員の総意の下に決定する」である。
①～③までの手続きの中では，掲げた目標に合わ
せて評価規準を観点別に設定していく作業が重要で
ある。評価規準が漠然としていては，評価が曖昧と
なるだけではなく，評価すること自体が困難となっ
てしまう。そのため，できるだけ具体的に生徒が自
分で書いたものや，その行動などから判断できるよ
うな内容を規準として設定する必要がある。 しかし，
余りに細かすぎては評価の回数が多くなり過ぎ評価
作業が煩雑になるだけでなく，教育指導自体に支障
を来たすであろう。 そのため，一つの単元あるいは
一時間の授業において設定する各観点の評価基準を，
どれくらいの数にするかは観点の性格や単元内容，
単元の大きさを考慮しながら慎重に検討する必要が
ある。その数については，おおよそ各観点につき2
から3程度にするのが実際的であるという意見もあ
る16）。
④では，上で示したように3つの段階の基準をそ
れぞれ決定しておく場合と，Bの「おおむね満足で
きる」という段階の特徴だけを言葉で示しておく場
合がある。この場合には，その特徴よりも優れてい
るならばA，劣っているならばCとするのである。
この段階ごとに言葉で示される特徴は，まずは，教
師が自らの経験に基づいて作り出していく他はない。
しかし，それが個人的で，独善的なものとならない
ように，留意する必要があろう。
⑤では，具体的な評価方法を授業の構成や指導の
方法に合わせて選択・決定していく。 それは，例え
ば前節で取り上げたテスト法などの中から適切なも
のを選択していくことだけではない。 工藤文三氏は，
評価方法決定の要素として，「a． 誰が評価するのか
（評価者），b．何で評価するのか（評価資料），C．
どの次期にどの場面で評価するのか（時期，場），d．
どう判断するのか（観点，評価規準こ基準）」を挙げ
ている17）。bは先に挙げた評価の手法のことであり，
dは既にこれまでの段階で一通り完了している。 a
の評価者について言えば，必ずしも教師だけとは限
らない。生徒自身による自己評価や，生徒同士によ
る相互評価，授業に協力をしていただいた保護者や
外部人材による評価なども考えられる。 4つの観点
全てでこれらの評価者による評価を行うというわけ
ではないが，目標に応じて選択していく必要があろ
う。「関心・意欲・態度」については自己評価や相互
評価が有効であろうし，「技能・表現」については，
保護者や外部人材の意見は大いに参考になると思わ
れる。Cは単位時間ごとに行うのか，単元終了後か，
学期末か，あるいは学習前の状況か，学習の過程又
は学習終了後の状況を把握しようとするのかを決定
していくことである。 これは，これらの時期や場面
のどこかで評価すればいいということではない。 い
ずれの時期，場面においても何らかの評価は行わな
ければならない。 時期や場面に応じて，どの観点に
ついて，何のために評価するかを決定していくとい
うことである。
⑥の段階を佐藤氏は特に重視している。 この点に
ついて，氏は「各学校において自校の児童の実態に
応じた独自の『評価規準』や『評価基準』の設定の
仕方が，正当な手続き（dueprocess）であることを
説明・結果責任として児童や保護者等に納得しても
らうことが必要なのである」と述べている18）。 これ
は，第Ⅱ章で述べた「新しい評価」の導入の背景と
なっている考え方の一うでもあり，従来は特に省み
られることがなかったが，今後は学校運営上極めて
重要になってくる事柄である。
以上のような手続きを踏まえて，社会科において
評価規準・基準を作成するうえでの留意点を次節に
て検討していくことにしよう。
2．社会科における評価規準作成上の留意点
既に観点別学習状況の評価規準・基準を示した資
料が開発され，発行されている。 ここでは，具体的
に提案されている評価基準表の検討を通して，社会
科において評価規準を作成する上でどのような点に
注意すべきかを明らかにしていくことにする。
取り上げるのは，北尾倫彦・祇園全禄編『観点別
評価実践事例集中学校・社会一資料の収集・解釈
と評価技法のアイディアー』（図書文化社，2003年）
に示されている公民的分野の単元計画「個人と社会
生活」である19）。この単元は，学習指導要領に示さ
れた中学校社会公民的分野の内容「（1）現代社会と
私たちの生活」の，「イ個人と社会生活」に相当す
る。ここでは，人間が本来社会的存在であることを
ふまえ，個人と社会のかかわりについて考えること
と，家族制度が個人の尊厳と両性の本質的平等の理
念に基づいていることや社会生活におけるルールの
重要性やそれを守ることの意義や責任を認識するこ
とがねらいとされている。 そして，それらを学習す
る際には家族，学校，地域社会などの身近な社会集
団を取り上げ，具体的な事例に基づいて考えさせる
ことが求められている。
この単元について，北尾・祇園［2003］前掲書の
中で提案されている単元計画の概略は以下の通りで
．
ある20）。
単元「個人と社会生活」（全9時間）
（D単元のねらい
社会生活における取り決めの必要性を知り，個人
の尊厳と両性の本質的平等を守ることの意義に気
づくことができるようにするとともに，責任をも
ち，社会とのかかわりを考えていこうとする態度
をもつことができるようにする。
②指導計画
第一次（2時間配当）
〇日分の将来像について考える。
1）自分の将来の節目について考える。
2）年齢ごとの将来設計表を作成する。
3）自分の将来設計を発表する。
○将来像と社会のかかわりを考える。
1）民法上のかかわりを予想する。
2）グループごとに，調査の分担を行う。
第二次（5時間配当）
○社会における取り決めについて考える。
1）予想される節目に関する法または伝統的習慣
について調査する。
2）調査内容をグループでまとめる。
3）取り決めに生じている課題を確認する。
○夫婦別姓の意義について考える。
1
1）夫婦別姓導入の必要性を考え，その論拠の信
憑性を調査する。
2）夫婦別姓の導入の是非について討論する。
第三次（2時間配当）
○将来設計計画をつくり上げる。
1）夫婦別姓について意思決定理由を話し合う。
2）将来の自分への手紙（意見文）を作成する。
3）将来設計計画を完成する。
この授業は，家族生活が個人の尊厳と両性の本質的
平等に理念に基づいていることや，現在の家族のあ
り方が民法という法律に基づいて規定されているこ
とを，夫婦別姓導入という現在盛んに詩論がなされ
ている論争問題を手がかりに考療させている点とj
生徒自身にもその是非について意思決定させている
点が特徴である。 この単元について設定された評価
窺準が，表1である。 社会科全体又は公民的分野の
観点の趣旨を，単元の教育目標や内容に合わせて具
体化したものがこれらの規準である。
単元の評価規準はその単元の目標であり，ある程
度理想的・抽象的に表現されるのは仕方がない。 問
題は，それが達成されているかどうかを，学習活動
の中のどの場面でどのように把握していくかである。
それを示しているのが，表1の「学習活動における
具体の評価規準」である。 提示されているものを見
ると，それらが活動主義的・形式主義的なものとな
っており，それぞれの観点の実態を捉え得るものと
はなっていないことを指摘できる。
これは，絶対評
価の規準には，客観的に把握し易い具体的な行動の
形で示すことが求められることの弊害と考えられる。
活動主義的または形式主義的であるとは，森分孝治
氏が指摘した，「新しい学力観」が抱えている問題点
である21）。簡単に説明するならば，それは，調べた
り発表したりしていれば，子供は授業で取り上げた
社会的事象について考えたり，判断したりしている
と見なす傾向のことである。 森分氏は，思考力につ
いて論じる中でこの表現を用いているが，このよう
な傾向の弊害は他の観点についても適用できる。 表
4の具体の評価規準に関して言えば，規準が知識内
容として客観的に示される「知識・理解」の観点以外
について，この間題が当てはまることを指摘できる。
「関心・意欲・態度」の観点については，3つの
評価規準が設定されている。 表の①は，第一次の将
来設計表を作成する場面で，②は第二次の夫婦別姓
導入の是非について調査する場面で，③は第三次の
将来設計計画を作り上げる場面で見取るようになっ
ている。そして，それぞれ「法的，慣習的行事の予
想をする」，「個人の考えを述べることができる」，「…
に配慮して別姓問題を考える」と表現されており，
それぞれの活動に積極的・熱心に取り組んでいるか
否かをワークシートや発言から判断するように計画
されている。 この評価は，これらの学習活動に積極
的・熱心に取り組んでいれば，結婚や就職など人生
の節目となる事象や，夫婦別姓などの社会的問題に
関心があると見なすことによって成り立っている。
しかし，厳密に言えば，この規準では，まじめに授
業に取り組み教師に対して従順であることと，取り
上げた社会的事象そのものに関心を持っていること
を区別することはできない。
「思考・判断」の観点については，「理由を考察で
きる」と「自分なりの判断を書くことができる」と
いう二つの規準が設定されている。 前者については，
第一次の自分の将来像について考える際に，後者に
ついては，夫婦別姓の是非について討論する際に，
それぞれワークシートと発言から見取るように計画
されている。 この規準の問題はjこの授業を通して
いかにレベルの高い思考・判断ができるようになっ
たかという，思考・判断の内容に基づいて設定され
るのではなく，思考・判断をしているかどうかとい
う形式だけを子供の活動から評価するように設定さ
れている点である。 たとえこの授業を受けなくても
子供は理由を考えることや，自分なりの判断をする
ことはできる。 しかし，それは子供なりの幼稚でレ
ベルの低いものでしかない。 授業は，そのような子
供なりの思考・判断のレベルを高めてやるために行
うのである。 したがって，この授業を通して育成し
ようとしているレベルの高い思考・判断がいかなる
ものか，その具体的な内容が規準として示されなけ
ればならないのである。
「技能・表現」の観点についても「思考・判断」
と同じ問題点を指摘することができる。 資料や実際
の取材を通して了情報を取捨選択して調査すること
ができる」という評価規準が設定されている。 この
観点も，たんに調査することができればよいという
、ものではなく，より専門的で洗練された方法によっ
て調査ができるようになることを評価するものであ
る。目指すべき専門的で洗練された調査方法とはい
かなるものか，それが規準として示されていないと，
授業の中で技能・表現をいかに指導していくかとい
う方向性がみいだせないのではなかろうか。
以上の問題点を踏まえると，評価規準作成上の留
意点として以下の2点を評価規準作成上の留意点と
して指摘することができる。
①「関心・意欲・態度」の観点については，学習の
過程において評価するよりも，学習を通して社会
的事象に対する興味や関心が高まった結果として
現れる子供の日常の様子を規準として設定する。
②「思考・判断」や「技能・表現」については，期
待される高いレベルの思考や技能の内容を評価規
準として表す。
①のような評価規準を活かすためには，この観点
について学習の前後で評価することが必要であろう。
また，②の作業のためには，たんに現在取り組んで
いる単元についてだけではなく，その学年段階にお
いて，どのようなレベルの思考・判断又は技能・表
現ができることを目指すかを明らかにしておくこと
が必要であろう。
3．社会科における評価基準作成上の留意点
観点別学習状況の評価を手がかりに，評定を決定
する作業においては，作成された評価基準が重要な
意味を持ってくる。 評価基準に基づいて決定された
判定が，評定検討のための資料となるからである。
ここでは，4つの観点のうち，評価基準作成が特に
困難であると思われる「思考・判断」について，前
節と同じ事例を取り上げて検討していきたい。
北尾・祇園［2003］前掲書では，先に取り上げた
単元「個人と社会生活」の第二次の夫婦別姓の是非
について討論させる場面において，「思考・判断」の
観点の評価を実施するように計画されている。 ここ
では，生徒の発言（あるいは自分の意見を記述した
もの）の内容を手がかりに，「思考・判断」の観点に
設定した「夫婦別姓について，自分なりの判断を書
くことができる」という規準に関する評価をしよう
としている。設定されている判断の基準は次の通り
である21）。
（A）十分満足できる状況
・別姓問題について配偶者や両親，子どもの人
格を尊重して考えを構築している。
（B）おおむね満足できる状況
・別姓問題について配偶者の人格を尊重して考
えを構築している。
下線部分が，A，Bの判断のポイントとなるところ
である。Aと評価するかBとするかは，1つの立場
だけでなく複数の立場への影響を考慮しているかど
うかという点で決まってくる。 自分が夫婦別姓問題
に直面したと仮定して，当事者である自分と配偶者
のことだけではなく，両親や自分の子供の人格まで
配慮して判断していれば，より満足できるレベルに
達しているということになる。 これは，子供の思考・
判断の内容の質的特徴を立場の数という量的特徴に
置き換えて解釈していると言える。 この単元内では，
親族の範囲が民法によって規定されている理由を考
察させる際に，思考・判断の観点を評価しているが，
その際にも生徒の判断に対して同様の解釈がなされ
ている。具体的に言えば，理由を一つの視点から考
察していればBと判定されるが，複数の視点から考
察できていればAと判定するように評価基準が設定
されているのである。 思考・判断の内容について質
的特徴からレベル分けすることは非常に困難である
ので，この方法は示唆に富んでいると言えよう。
しかし，以上のような手続きに問題がないわけで
はない。立場や視点の数が多いだけで，思考・判断
のレベルが高いと言い得るのかという疑問がどうし
ても払拭しきれないのである。 社会科で求められる
のは，社会的な思考・判断である。 「社会的な」とは，
個人的な立場や感情だけに基づくのではなく，自分
を含む社会を対象化し，客観的に分析・検討したう
えで，ということである。 夫婦別姓の問題に関して
いえば，自分と関係のある配偶者，両親，子どもの
立場だけではなく，社会全体においてどのような立
場の人が，どのような主張をしているか，現行の制
度はどのような立場の人には受け入れられ，それに
よって不利益を被っているのはどのような立場の人
かといったことをふまえた思考・判断が求められる
のである。したがって，思考・判断の内容の質的特
徴を量的特徴に置き換えて解釈するの、も一つの方法
ではあるが，それは飽くまで代替的な措置であり，
質的特徴のレベルの違いを把握できるような評価基
準作成の努力をしていくことが必要ではなかろうか。
思考・判断の観点だけではなく他の観点について
も，判断のポイントを量的特徴に着目すれば評価基
準の作成も実際の判断も容易になる。 しかし，その
判断は社会科で育成すべき学力の評価としてふさわ
しいものか，判断のポイントとなっている量的な特
徴の違いで評価に差をつけることが，教科目標を達
成するために意味のあることなのかを慎重に検討す
ることが必要である。 たんに簡便さだけを求めてい
ては，指導改善のためではなく評価のための評価と
なってしまうではなかろうか。
Ⅳ．社会科における評価問題作成上の留意点
観点別学習状況の評価や絶対評価に比重がおかれ
るようになって，評価の手法は多様になったことは
既に述べたとおりである。 実際の評価作業を進める
際には，それぞれの手法に関して，生徒にどのよう
な問題や課題を提示するか，生徒の活動や作品をど
のような点に着目して評価するかといったことを検
討しなければならない。 それら全てをここで考察す
ることはできないので，従来から評価の中でも最も
重要な位置を占めてきたテスト，特に単元ごとに行
なわれるテストの評価問題作成上の留意点について
最後に検討しておくことにしたい。
北尾氏と祇園氏は，前章で取り上げた実践事例集
の他に評価問題集も編集されている。 その『新しい
観点別評価問題集中学校社会』（図書文化社，2004
年）から，前章と同じ「個人と社会生活」の単元の
ために開発された観点別評価テストを取り上げて分
析し，評価問題作成上の留意点を明らかにしていく
ことにしよう。
評価問題についても，評価基準作成が困難と思わ
れる思考・判断と関心・意欲・態度の二つの観点に
ついて検討していくことにしたい。 分析する評価問
題は，表2に示したとおりである。 間1が関心・意
欲・態度に関する問題で，間2が思考・判断に関す
るものである。
間1については，国際化社会や情報化社会の進展，
個人の権利の保障，核家族化，価値観の多様化など
が解答として求められている。 そして，そのような
解答を評価する基準は，「婚姻の形態の変化に繋がる
社会の変化を根拠に奉げていればB，個人の尊厳や
両性の本質的平等の確立を根拠に挙げていればAと
して考える」となっている22）。人々を取り巻く社会
の状況の変化が個人のライフスタイルに及ぼす影響
という事実だけではなく，個人の尊厳や権利といっ
たライフスタイル決定の根底にある価値観を捉え，
それに基づいて事象を捉えようとする態度を高く評
価することをねらいとして設定された評価基準と考
えられる。しかし，このような解釈・判断は極めて
難解である。この間題によって，関心・意欲・態度
の観点が評価されることについて，果たして生徒や
保護者の納得が得られるであろうか。 そもそも，こ
の観点についてテストで評価しようとするところに
無理があるのではないか。 関心・意欲・態度につい
ては，教師が子どもの実態の深いところまで捉える
ことができる観察や作品評価等の方法を用いるべき
であろう。
間2は，社会性のある判断を自分なりに行うこと
が出来るかどうかを問うた釧こ作成された問題であ
る24）。解答としては，例えば，立場1を選択した場
合，姓の転換により結婚や離婚など個人情報が公に
なるという理由を述べ，別姓を支持する判断が出来
ることが求められる。 評価は，このようにそれぞれ
の立場について理由を述べて整合性のある判断がで
きていればB，最後に賛成，反対の意見を比較し合
意を導こうとする意図が読み取れる理由が述べられ
ていればA，という判断に基づいてなされる。 判断
する者の立場と予想される判断結果を，根拠のある
理由に基づいて説明させることは，思考力や判断力
を要する作業であるから，この間題によって思考・
判断を評価しようとすることは十分に納得できる。
しかし，合意形成を導こうとする意図の有無をAか
Bかの判断のポイントとするのは，やや形式的過ぎ
るのではないか。 確かに賛成と反対を止揚した合意
形成は，より高度な判断のように思われる。 しかし，
賛成または反対に固執する判断が，たんなる思い込
みや感情に基づく低次元のものであるとは限らない．
どのような判断をするかは個人の価値観の問題であ
る。ライフスタイルの決定において個人の尊厳や人
権を何よりも優先するか，個人を取り巻く社会の伝
統や秩序を優先するかによって，この間題に対する
判断は異なってくる。 そのような価値の対立構造を
把握したうえでの判断は，一一方の価値しか捉えられ
ていない判断に比べるとレベルが高いと評価できる
25）。したがって，思考・判断の形式の遣いではなく，
内容の質的遣いが明らかになるような問題作成が求
められるのである。
以上の考察から，評価問題作成上の留意点として
次の3点を指摘することが出来る。
①全てゐ観点を評価しようとするのではなく，テス
ト法によって評価可能なものは何かを慎重に検討
すべきである。
②思考・判断の評価に関しては，知識同士を関連付
け，その論理的整合性を評価するような問題を作
成することが望ましい26）。
③思考・判断の評価に関しては，形式ではなくその
内容の質的違いに着目して評価基準を設定するこ
とが必要である。
Ⅴ． おわりに
評価規準・基準の設定は，「新しい評価」を実施す
るうえでは欠かすことができない作業である。 しか
し，それは子供の態度や思考・判断を統制すること
につながりかねない。 特に，社会科においては，規
準として示された態度や思考・判断を身につけさせ
るために都合のよい知識が教育内容として選択され
教え込まれることで，結果として子供に特定の価値
観を注入するということが懸念されるのである。 現
状の教育改革は，基礎・基本の徹底，「確かな学力」
の育成といったスローガンのもとで，子供の自立し
た思想形成を阻むものとなる可能性が高いと言わざ
るを得ないのである。
本研究で指摘した留意点に十分配慮して評価作業
を進めるとともに，相対評価の結果を参照しつつ絶
対評価が適している教科,学年,教育内容は何かを
慎重に見極めていくこと必要であろう。
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